	第１章　調査の概要
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１　一般市民調査
（１）調査目的
　　平成30年度からの「小平市第四期地域保健福祉計画」及び「小平市第三期福祉のま
ちづくり推進計画」を策定するにあたり、市民の皆様の生活状況、ご意見及び小平市
の福祉課題等を把握し、小平市の地域福祉や福祉のまちづくり施策の重要な基礎資料
とするために実施しました。
（２）調査対象
　　　平成28年11月１日時点における、市内に居住している18歳以上の方の中から、
2,000人を抽出しました。
　　　抽出は、住民基本台帳より無作為に行いました。
（３）調査方法
　　　配布・回収とも郵送で行いました。（回答は無記名）
（４）調査期間
　　　平成28年11月24日（木）～12月15日（木）
（５）調査内容
　　　①ご本人の状況　　　　　　　　　　　⑤防災
　　　②近所づきあい　　　　　　　　　　　⑥生活困窮者の自立支援
　　　③困りごとの相談や福祉サービスに　　⑦福祉のまちづくりの推進　
関する情報など　　　　　　　　　　⑧市の地域福祉
　　　④地域活動やボランティア活動
（６）回収状況
	配布数
	回収数
	白票・無効票
	有効回収数
	有効回収率

	2,000
	782
	1
	781
	39.1％


２　担い手調査
（１）調査目的
　　平成30年度からの「小平市第四期地域保健福祉計画」及び「小平市第三期福祉のまち
づくり推進計画」を策定するにあたり、地域福祉を支える方・団体・組織の活動状況、
ご意見及び地域の生活課題等を把握し、小平市の地域福祉や福祉のまちづくり施策の重
要な基礎資料とするために実施しました。
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（２）調査対象
民生委員・児童委員、町内会・自治会、高齢クラブ等、地域福祉を担っている市民・
団体・組織から、600件を抽出しました。
抽出は、地域保健福祉計画と福祉のまちづくり推進計画に関係する団体・組織より
行いました。
（３）調査方法
配布・回収とも郵送で行いました。一部、会議で配布しました。（回答は無記名）
（４）調査期間
　　　平成28年11月24日（木）～12月15日（木）
（５）調査内容
　　　①ご本人・団体・組織の状況　　　　⑤福祉のまちづくりの推進
　　　②日ごろの活動・業務　　　　　　　⑥今後の活動・業務など
　　　③地域の生活課題と解決策　　　　　⑦市の地域福祉
　　　④災害時における地域の支え合い　　
（６）回収状況
	配布数
	回収数
	白票・無効票
	有効回収数
	有効回収率

	600
	394
	0
	394
	65.7％


３　調査結果の見方について
（１）回答は、各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示してあります。また、小数点第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が100.0％にならない場合があります。
（２）複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方になるため、内訳の合計が100.0％を超えている場合があります。
（３）クロス集計の場合、無回答を排除しているため、クロス集計の有効回答数の合計と単純集計（全体）の有効回答数が合致しないことがあります。なお、クロス集計とは、複数項目の組み合わせで分類した集計のことで、複数の質問項目を交差して並べ、表やグラフを作成することにより、その相互の関係を明らかにするための集計方法です。
（４）調査結果を図表にて表示していますが、一般市民調査の図表の一部において、最も高い割合のものを　　で、最も低い割合のものを　　で網かけをしています。（無回答、その他を除く）
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４　調査結果の概要
（１）一般市民調査
①近所づきあい　　　　　　　　　　　
問９　近所づきあいの程度〈17ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「会えばあいさつをかわす程度」が最も多い
「会えばあいさつをかわす程度」が45.8％と最も多く、次いで「世間話や立ち話をする程度」が30.9％、「ほとんどつきあっていない」が10.9％となっています。
問９－１　近所づきあいをしていない理由〈21ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「忙しく時間がないから」、「きっかけがないから」がそれぞれ約３割
「仕事や家事などで忙しく時間がないから」が32.9％と最も多く、次いで「近所づきあいをするきっかけがないから」が27.1％、「必要性を感じないから」が17.6％となっています。
問10　日常生活が不自由になった時、近所にしてほしいこと〈22ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「見守りや安否確認の声かけ」、「災害時の手助け」が多い
「見守りや安否確認の声かけ」が46.1％と最も多く、次いで「災害時の手助け」が44.0％、「具合がよくない時の、病院や福祉事務所への連絡」が26.1％となっています。
②困りごとの相談や福祉サービスに関する情報など　　　　　　　　　　　
問12　生活上の問題が起きた時や手助けが必要になった時、相談する人の有無
〈27ﾍﾟｰｼﾞ参照〉　　　　　　　　　　　～　「相談する人はいない」が約１割
「相談する人はいる」が81.2％、「相談する人はいない」が11.0％となっています。
問12-1　相談先〈30ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「家族・親族」が約９割、次いで「友人・知人」が５割半ば
「家族・親族」が92.9％と最も多く、次いで「友人・知人」が55.0％、「職場の人」が15.0％となっています。
問13　民生委員・児童委員の認知度〈31ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　民生委員・児童委員を知らない人が約８割、また半数以上が活動内容がわからない
民生委員・児童委員を「知らない」が78.5％と最も多く、次いで「顔も名前も知っている」が11.8％となっています。活動内容は「わからない」が57.4％と最も多く、次いで「少し知っている」が31.8％となっています。
問14　市の福祉サービスに関する情報の必要性の有無〈33ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　必要としている人が３割半ば
「必要としている」が35.7％となっています。
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問15　市からの情報の入手について感じていること〈35ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「特に問題は感じていない」が約４割
「特に問題は感じていない」が42.6％と最も多く、次いで「どこで市の情報を入手すればよいかわからない」が22.2％、「情報量が少ない」が20.9％となっています。
問16　市の福祉サービスに関する情報の入手先〈37ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「市報こだいらや市のパンフレット」が約７割と最も多い
「市報こだいらや市のパンフレット」が69.8％と最も多く、次いで「市のホームページ」が49.8％、「市役所等の窓口」が26.9％となっています。
問17　成年後見制度・地域福祉権利擁護事業の認知度〈38ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　成年後見制度を聞いたことがある人は約７割、地域福祉権利擁護事業は約１割
成年後見制度を「聞いたことがある」が71.1％、「聞いたことがない」が25.7％となっています。言葉を聞いたことがある人のうち、内容は「少し知っている」が52.6％と最も多く、次いで「知っている」が22.7％、「わからない」が21.6％となっています。
地域福祉権利擁護事業を「聞いたことがない」が78.2％、「聞いたことがある」が11.7％となっています。言葉を聞いたことがある人のうち、内容は「わからない」が41.8％と最も多く、次いで「少し知っている」が30.8％、「知っている」が24.2％となっています。
③地域活動やボランティア活動　　　　　　　　
問20　地域活動やボランティア活動への参加状況〈41ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　参加している人は１割半ば、条件が合えば参加したい人は約４割
「参加したいと思わない」が42.3％と最も多く、次いで「条件が合えば参加したい」が40.3％、「現在、参加している」が15.7％となっています。
問20-1　参加している地域活動やボランティア活動の種類〈44ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「町内会・自治会の活動」が約４割、次いで「ボランティア活動」が約３割
「町内会・自治会の活動」が37.4％と最も多く、次いで「ボランティア活動」が31.7％、「子ども会やPTAなどの活動」が23.6％となっています。
問20-4　地域活動やボランティア活動への参加を希望しない理由〈52ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「時間的な余裕がないため」が最も多い
「時間的な余裕がないため」が46.7％と最も多く、次いで「自分の趣味や自由な時間を優先したいため」が26.7％、「精神的な余裕がないため」が24.8％となっています。
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問21　地域活動やボランティア活動に必要な支援の内容〈54ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「活動に関する情報を紹介する」が６割半ばと最も多い
「活動に関する情報を紹介する」が66.2％と最も多く、次いで「活動の拠点となる場所を提供する」が35.2％、「資金面の援助を充実する」が28.4％となっています。
④防災
問22　一人での避難の可否〈56ﾍﾟｰｼﾞ参照〉～　一人で避難できない人が約１割
「一人で避難できる」が87.5％、「一人で避難できない」が9.7％となっています。
問23　避難行動要支援者登録名簿の認知度〈58ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　避難行動要支援者登録名簿を聞いたことがある人は約１割
言葉を「聞いたことがない」が84.5％、「聞いたことがある」が13.2％となっています。言葉を聞いたことがある人のうち、内容は「少し知っている」が42.7％と最も多く、次いで「知っている」が35.9％、「わからない」が19.4％となっています。
問26　避難行動要支援者へできる手助けや対応〈64ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「安否確認や情報伝達などの声かけ」が４割半ば
「安否確認や情報伝達などの声かけ」が47.5％と最も多く、次いで「避難が必要な避難行動要支援者の避難の手助け」が37.3％、「避難所での身の回りの世話や声かけ」が37.1％となっています。
⑤生活困窮者の自立支援
問29　経済的に困窮した場合に必要な支援の内容〈70ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「自立に関する相談支援」、「子どもの学習支援の場の提供など」、「宿泊場所や衣食の提供」が上位
「就労その他の自立に関する相談支援を行う事業」が51.9％と最も多く、次いで「経済的理由により学習の機会が少ない子どもに対し、学習支援の場を提供するなどの事業」が47.4％、「住居のない人に対し一定期間宿泊場所や衣食の提供を行う事業」が39.7％となっています。
⑥福祉のまちづくりの推進
問30　福祉のまちづくりに関する取組の認知度〈71ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「だれでもトイレの設置」、「小・中学校のバリアフリー化」、「音声広報」の認知度が比較的高い
「見聞きしたことがある」が、(2)だれでもトイレの設置が34.2％、(9)小・中学校のバリアフリー化が28.3％、(1)音声広報が28.0％となっています。
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問31　建築物、道路・交通機関等及び情報案内等のバリアフリー化の状況

〈74ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「公共施設などのスロープやエレベーター、エスカレーター」、「障がい者等用の駐車場」が上位
「整備されている」「やや整備されている」を合わせ、(2)公共施設などのスロープやエレベーター、エスカレーターが56.5％、(7)障がい者等用の駐車場が51.8％、(6)車いすやベビーカーなどで乗降しやすいノンステップバスやリフト付バスが43.9％と多くなっています。
問33　心のバリアフリーの認知度〈80ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　心のバリアフリーを聞いたことがある人は約３割
言葉を「聞いたことがない」が65.0％、「聞いたことがある」が33.9％となっています。話を聞いたことがある人のうち、内容は「少し知っている」が52.8％と最も多く、次いで「わからない」が25.7％、「知っている」が20.8％となっています。
問35　福祉のまちづくりを進めるために必要な取組〈85ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「施設のバリアフリー化」、「小・中学校における福祉教育」、「わかりやすい広報物・ホームページの作成」が上位
「施設（建築物・道路・公園・公共交通機関など）のバリアフリー化」が67.9％と最も多く、次いで「小・中学校における福祉教育」が54.0％、「だれもがわかりやすい広報物・ホームページの作成」が41.4％となっています。
⑦市の地域福祉
問37　必要な住民同士の助け合い活動〈91ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「あいさつや声かけ」が８割半ばと最も多く、次いで「災害時の避難誘導・助け合
い」が約６割
「あいさつや声かけ」が85.1％と最も多く、次いで「災害時の避難誘導・助け合い」が61.2％、「見守り・安否確認」が53.8％となっています。
問39　市の地域福祉で重点にすべき内容〈99ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「見守り体制の充実」、「子育て家庭への多様な支援」、「気軽に相談できる体制の充

実」が上位
「一人暮らし高齢者や認知症高齢者の見守り体制の充実」が43.4％と最も多く、次いで「子育て家庭への多様な支援」が30.6％、「気軽に相談できる体制の充実」が25.6％となっています。
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（２）担い手調査
①ご本人・団体・組織の状況　　　　　　　
問１　団体・組織の種類〈111ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「町内会・自治会」が約５割と最も多く、次いで「民生委員・児童委員」が約２割
「町内会・自治会」が51.0％と最も多く、次いで「民生委員・児童委員」が21.6％となっています。
②日ごろの活動・業務　　　　　　　
問８　活動・業務の内容〈129ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「防犯・地域の安全活動」が４割半ばと最も多く、次いで「地域の清掃・美化」、「高齢者を対象とした福祉活動」が約４割
「防犯・地域の安全活動」が44.9％と最も多く、次いで「地域の清掃・美化」が43.9％、「高齢者を対象とした福祉活動」が40.6％となっています。
問９　活動・業務を行う上で困っていること〈131ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「メンバー・職員の高齢化」が４割半ばと最も多い
「メンバー・職員が高齢化している」が47.2％と最も多く、次いで「後継者が育たない」が31.2％、「一緒に活動するメンバー・職員が少ない、不足している」が30.5％となっています。
問10　地域活動・業務を行う上で、行政に求める支援の内容〈136ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「担い手となる人材の育成」、「地域情報の提供」、「地域福祉に関する意識の啓発」が上位
「活動・業務の担い手となる人材の育成」が26.1％と最も多く、次いで「地域情報の提供」が25.1％、「市民への地域福祉に関する意識の啓発」が24.6％となっています。
問13　活動・業務に必要な情報の入手先〈143ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「市報こだいらや市のパンフレット」が約７割と最も多い
「市報こだいらや市のパンフレット」が72.6％と最も多く、次いで「小平市社会福祉協議会」が51.5％、「民生委員・児童委員」が38.8％となっています。
問14　市からの活動・業務に関係する情報の必要性の有無〈144ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　必要としている人が７割半ば
「必要としている」が74.4％となっています。
問15　市からの情報の入手について感じていること〈146ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「特に問題は感じていない」が５割半ば
「特に問題は感じていない」が54.3％と最も多く、次いで「情報量が少ない」が18.8％、「情報の内容がわかりにくい」が15.5％となっています。
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③地域の生活課題と解決策　　　　
問16　地域の課題〈148ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「近所どうしのつながりの希薄化」、「支援が必要な人への見守り・手助け」、「地域活動の担い手が少ない」が上位
「近所どうしのつながりが希薄になってきた」が53.3％と最も多く、次いで「子どもや高齢者、障がいのある方など支援が必要な人への見守り・手助け」が51.3％、「地域活動の担い手が少ない」が49.7％となっています。
問17　地域で新たにおきた課題、増加傾向の課題など〈150ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「一人暮らし高齢者の見守り」が約５割と最も多い
「一人暮らし高齢者の見守り」が55.6％と最も多く、次いで「地域の防犯・防災」が40.9％、「高齢者の介護や生活支援」が33.8％となっています。
④災害時における地域の支え合い　　　　　　　　
問19　災害時に支え合うために、日ごろから必要な取組〈154ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「日ごろからの近所づきあい」が８割以上、次いで「防災訓練・避難訓練」、「安否確認・支援の仕組みづくり」が５割半ば
「日ごろからの近所づきあい」が85.3％と最も多く、次いで「防災訓練・避難訓練」が56.3％、「安否確認・支援の仕組みづくり」が55.6％となっています。
⑤福祉のまちづくりの推進
問20　建築物、道路・交通機関等及び情報案内等のバリアフリー化の状況

〈155ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「公共施設などのスロープやエレベーター、エスカレーター」、「障がい者等用の駐車場」が上位
「整備されている」「やや整備されている」を合わせ、(2)公共施設などのスロープやエレベーター、エスカレーターが62.2％、(7)障がい者等用の駐車場が44.7％、(6)車いすやベビーカーなどで乗降しやすいノンステップバスやリフト付きバスが42.9％と多くなっています。
問21　心のバリアフリーの認知度〈156ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　心のバリアフリーを聞いたことがある人は約６割
言葉を「聞いたことがある」が62.2％、「聞いたことがない」が34.0％となっています。言葉を聞いたことがある人のうち、内容は「少し知っている」が49.8％と最も多く、次いで「知っている」が35.9％、「わからない」が12.7％となっています。
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問23　福祉のまちづくりを進めるために必要な取組〈158ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「施設のバリアフリー化」、「小・中学校における福祉教育」、「子育てのための施設整備」が上位
「施設（建築物・道路・公園・公共交通機関など）のバリアフリー化」が72.1％と最も多く、次いで「小・中学校における福祉教育」が64.7％、「子育てのための施設整備（授乳室・おむつ交換台など）」が50.3％となっています。
問24　誰もが地域で、安全に安心して暮らしていくために、自身でできること
〈160ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「歩道上に、自転車やバイクを放置しない」が７割半ばと最も多い
「歩道上に、自転車やバイクを放置しない」が76.4％と最も多く、次いで「障がい者等用の駐車場には、車を停めない」が67.3％、「声かけや誘導など、障がいの特性などに応じた配慮を行う」が56.6％となっています。
⑥今後の活動・業務など
問26　地域の担い手を増やすために必要なこと〈164ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「福祉教育の推進」、「ボランティア・市民活動団体などの紹介や行事などの開催」、「高齢者のマンパワーの活用」が上位
「小・中学生が、地域福祉について関心を深めるための福祉教育の推進」が60.4％と最も多く、次いで「市民が関心を持ち、身近に感じてもらえるようにするための、ボランティア・市民活動団体（NPO法人など）などの紹介や、行事などの開催」が52.8％、「豊富な経験と知識、技能を持つ高齢者のマンパワーの活用」が51.3％となっています。
⑦市の地域福祉
問28　市の地域福祉で重点にすべき内容〈168ﾍﾟｰｼﾞ参照〉
～　「見守り体制の充実」、「住民が課題を解決できる仕組みづくり」、「子育て家庭への多様な支援」が上位
「一人暮らし高齢者や認知症高齢者の見守り体制の充実」が46.2％と最も多く、次いで「住民がお互いに助け合え、地域課題を解決できる仕組みづくり」が32.0％、「子育て家庭への多様な支援」が27.9％となっています。
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